
先端設備等導入計画に係る固定資産税課税標準の特例について 

   生産性向上特別措置法または中小企業等経営強化法に規定される「先端設備等導入計画」の認定を受け

た中小事業者等が、計画に基づき取得した一定の償却資産・事業用家屋について、資産を取得した年の翌年

度から 3年間対象資産に係る固定資産税の課税標準額をゼロにします。 

（地方税法附則第 64条・山形市市税条例附則第 11 条の 2）  

特例措置を受けるには、資産税課へ下記記載の「特例申告に必要な書類」をご提出ください。 

 

〇特例の適用要件 

《対象者》 

   法  人  ： 資本金の額または出資金の額が 1億円以下である法人 

（資本金または出資金を有しない法人の場合、常時使用する従業員数が1,000人以下である法人） 

※「みなし大企業」は特例適用対象外です。 

個人事業主：常時使用する従業員数が 1,000 人以下である個人事業主 

《対象資産》 

資産の種類 
最低取得価額 

（1 基、1 台あたり） 
販売開始時期 資産の取得時期 

償 却 資

産 

機械装置 １６０万円以上 10 年以内 

平成 30年 6月 6日～ 

令和 5年 3月 31 日 

測定工具及び検査工具 ３０万円以上 5 年以内 

器具備品 ３０万円以上 6 年以内 

建物附属設備 ６０万円以上 14 年以内 

構築物 １２０万円以上 14 年以内 令和 2年 4月 30 日～ 

令和 5年 3月 31 日 事業用家屋 １２０万円以上 ― 

＜注意事項＞ 

  ※機械装置・測定工具及び検査工具・器具備品・建物附属設備・構築物については生産性向上に資する指標

が旧モデル比１%以上向上していることが要件です。（工業会証明書をご確認ください。）  

※事業用家屋については、商品の生産若しくは販売又は役務の提供の用に直接供するものであること、及び取

得価額の合計が３００万円以上の先端設備等を稼働させるために取得したものであることが要件です。 

※中古資産は該当しません。 

※先端設備等については、「先端設備等導入計画」の認定後に取得することが必須です。 
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※「先端設備等導入計画」の申請・認定前までに工業会の証明書が取得できなかった場合、認定後から固定資

産税の賦課期日（1月 1日）までに工業会の証明書を取得・提出することで特例を受けることが可能です。 
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特例申告書提出までに、 

工業会証明書を追加提出 



※特例適用対象外となる「みなし大企業」とはいずれかに該当する法人です 
      ・同一の大規模の法人（資本金もしくは出資金の額が１億円を超える法人または資本金もしくは出資金を 

有しない法人のうち常時使用する従業員数が１,０００人を超える法人）に発行済株式または出資の総数 

の２分の１以上を所有されている法人 

        ・２以上の大規模法人に発行済株式または出資の総数または総額の３分の２以上を所有されている法人 

〇特例申告に必要な書類 

【 償却資産 】 

⑴ 固定資産税（償却資産）課税標準の特例申告書 

⑵ 添付書類 

❶ 先端設備等導入計画に係る認定申請書（写し） 

➋ 先端設備等導入計画認定書（写し） 

➌ 工業会等による仕様等証明書（写し） 

➍ 先端設備等に係る誓約書（写し） ←計画申請時に提出している場合のみ 

➎ チェックシート 

※リース会社が申告する場合には、添付書類として上記に加えて 

➏ リース契約書（写し） 

➐ 固定資産税軽減額計算書（写し）    の提出が必要になります。 

【 事業用家屋 】 

⑴ 先端設備等導入計画に係る固定資産税（家屋）の特例適用申告書 

⑵ 添付書類 

① 先端設備等導入計画に係る認定申請書（写し） 

② 先端設備等導入計画認定書（写し） 

③ 申告家屋の取得額が１２０万円以上であることを証する書類 

・契約書、見積書、領収書等（写し） 

④ 先端設備等（総取得価格３００万円以上）の稼働のために取得した家屋であることを証する書類 

・工業会等による仕様等証明書（写し） 

・先端設備等に係る誓約書（写し） ←計画申請時に提出している場合のみ 

・先端設備等導入に係る契約書、見積書、領収書等（写し） 

⑤ チェックシート 

※先端設備等をリース契約により導入した場合のみ 

   ⑥ リース契約書（写し）   もご提出ください。 

  ※上記（１）申告書及び⑤チェックシートは山形市ホームページから様式を取得できます。 

〇特例申告書提出時期 

   償却資産 ： 資産取得の翌年 1月末までに固定資産税（償却資産）の申告と併せてご提出ください。 

   事業用家屋 ： 資産税課等が実施する家屋実地調査後速やかに ※家屋実地調査時等にご案内します。 
 

〇関連リンク 

（外部リンク）中小企業庁「先端設備等導入制度による支援」 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisansei/index.html 

山形市雇用創出課ホームページ「中小企業の設備投資を支援します！」 

https://www.city.yamagata-yamagata.lg.jp/jigyosya/kighoshien/1006774/1003619.html 

 

【お問い合わせ】 

山形市役所資産税課 

〒990-8540 山形市旅篭町二丁目３番２５号 

☎023-641-1212 【家 屋】内線 317 

【償却資産】内線 319 

 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/seisansei/index.html
https://www.city.yamagata-yamagata.lg.jp/jigyosya/kighoshien/1006774/1003619.html

